
 

様式第３号(第６条第関係) 

会議結果報告書 

令和６年６月７日 

 

１ 会議日時 令和６年５月８日  

２ 場  所 議員全員協議会室 

３ 件  名 部活動の地域移行推進 

４ 出 席 者 市長、副市長、教育長、各部長級職員、総務課長、財政課

長、政策推進課長、学校教育課長、政策推進課関係職員、 

５ 会議結果 □ 案のとおり決定する 

□ 一部修正の上、決定する 

□ 継続して検討する 

□ 案を否決する 

■ 報告を了承する 

６ 会議内容 ・実証事業で実施する３つのモデル部活動は、令和６年度は

補助対象となっているが、その他の部活動は新規として補助

対象として認められるのか。 

→実証事業に充てる国の補助金は、部活動移行推進期間の令

和５年度から令和７年度であり、実証事業には国の補助金を

全額は充当できないため、一般財源をあてることとなる。推

進期間終了後は、受益者負担の仕組みを作ることを国の方針

としているため、保護者の負担も検討していくこととなる。

それぞれの部活動の地域移行の時期により、保護者負担に差

がでるため、検討が必要。 

指導者が見つからない場合や教員の兼業について考えは。 

→指導者が見つからない場合は、合同部活動または拠点方式

を考える予定である。指導者としての教員の兼業について

は、今年度検証する予定である。 

備考：会議内容を簡潔に記載すること 



 

様式第２号(第４条関係) 

重要計画付議(報告)書 

令和６年４月30日 

 

部課名(教育部学校教育課) 

 

１ 件名 部活動の地域移行推進 

２ 計画の概要 昨年度３月に策定した中学校部活動地域移行に係る西予市推

進計画をもとに、市内３つの部活動をモデル部活動とし、国

の実証事業を活用して休日の部活動の地域移行に取り組む。

西予市中学校部活動地域移行推進委員会を設置し、実証事業

による成果や課題の抽出を行い、令和７年度以降の市内部活

動の地域移行の推進体制について協議をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 関係法令等  

４ 関係課 まちづくり推進課、まなび推進課 

５ その他  

備考：計画書を付議又は報告する場合に使用 

 



実施計画事業④部活動の地域移行推進

令和５年度の実績

○ 西予市中学校部活動地域移行推進協議会の設置
・ 本市の部活動地域移行の方向性について協議・検討（年４回実施）

○ 地域移行を進めるうえでの判断材料の収集
・ 市内中学校長や関係団体からのヒアリング
・ 小学校５・６年児童、中学校１・２年生徒およびその保護者、小中学校教職
員を対象としたアンケートの実施（令和５年７月）

○ 中学校部活動地域移行に係る西予市推進計画の策定
・ 生徒、保護者、学校および地域の理解のもと、統一した見解をもって地域移
行に取り組むことを目的として策定（令和６年３月）

○ 国の実証事業への申請
・ モデル部活動（文化部１、運動部２）による地域移行に係る検証



実施計画事業④部活動の地域移行推進

モデル部活動による実証事業の内容

１ モデル部活動および地域指導者
野村中学校筝曲部 野村中学校相撲部 宇和中学校剣道部
箏 絹の会 西予市相撲連盟 宇和中学校剣道部外部指導者

２ 事業期間および活動回数
令和６年７月～令和７年２月 休日、土日のいずれかで月最大４回

３ 活動費用について
・ 指導者報酬、保険料、運営事務に係る費用等
・ 予算計上額128万6千円（補助金126万4千円、市2万2千円）
・ 令和６年度は受益者負担なし。次年度に向けて受益者負担を含めた収支構造を検討

４ その他
・ 学校教育課HPやモデル部活動実施校の学校だより等で周知
・ 他部活動や他学校からモデル部活動への参加を可能とする方向



実施計画事業④部活動の地域移行推進

令和６年度のスケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 10月 12月 ２月

・推進委員会
設置

・準備委員会
（随時）

・部活動指導
者研修会

・部活動指導
者実態調査
（地域指導者
の確保）

・モデル部活
動説明会

・第１回推進
委員会
（今年度の方
向性 他）

・補助金決定
通知

・実証事業開
始

・第２回推進
委員会
（実証事業中
間報告 他）

・他部活動、
他校からの受
け入れ開始

・第３回推進
委員会
（令和７年度
以降の地域
移行 他）

・実証事業終
了

・検証のため
のアンケート
調査

・実証事業実
施報告

・推進計画の
見直し

・各校新入部
員決定

・市総体

・市陸上水泳
大会

・県総体 ・市新人大会

・県新人 
(～11月)



実施計画事業④部活動の地域移行推進

令和７年度への方向性

令和６年度

実証事業から

•抽出した課題の解決

•受益者負担を含めた

収支構造の検討

•令和７年度の実証事

業について

•可能な単独部活動の

地域移行

地域の指導者確保

•指導者実態調査より

•指導者登録制度

•教員の兼職兼業

•受入団体等、地域移

行の受け皿の確保

•企業等の指導者派遣

制度

部活動の継続も

視野に入れて

•合同部活動の実施

•拠点校方式の部活動

•部活動指導員の導入

継続の仕組みも
あわせて検討
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